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  例 就業規則に明記されていない事項をリーフレット等で周知する例

就業規則の懲戒規定が定められており、その中でハラスメントに該当するような行為が行われた場合の対処方針・内容等が

すでに読み込めるものとなっている場合には、ハラスメントが適用の対象となることをパンフレット、リーフレット、社内報、社内

ホームページ、トップメッセージ等で周知することで措置を講じたことになります。

HPの掲載場所： 島根労働局トップページ > ニュース＆トピックス > お知らせ > 雇用環境・均等 >
ハラスメント対策・女性活躍推進に関する 改正ポイントのご案内

ハラスメント防止対策の規定例参考資料
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参考資料のURL一覧【あかるい職場応援団：ダウンロードコーナーより】

※が付いている資料は、

雇用管理上の措置を義

務付ける法改正前の内

容となっておりますの

でご留意ください。



カスタマーハラスメントに関する企業の責任①
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企業及び事業主として適切な対応をしていない場合、被害を受けた労働者から責任を追及される可能性があります。

カスタマーハラスメント対策
企業マニュアル（令和４年２月）
より抜粋



カスタマーハラスメントに関する企業の責任②
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厚生労働省発表の全国の令和７年度「過労死等の労災補償状況」によると、業務災害に係る精神障害に関する事案
の労災補償状況の支給決定件数は、「上司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」222件
(224件)、「顧客や取引先、施設利用者等から著しい迷惑行為を受けた」と「セクシュアルハラスメントを受けた」127件(108
件)、「仕事内容・仕事量の大きな変化を生じさせる出来事があった」113件(120件)であった。 ※()内は令和6年度の数値

民事上の責任として損害賠償を請求される。
民事上の責任：労働者より法に沿ったカスタマーハラスメント対策を措置していない場合、民法第415条の安全配慮

義務違反で訴えられる可能性がある。
自社の労働者が、取引先の労働者に対してカスタマーハラスメントを行った場合、民法715条の使用
者責任で訴えられる可能性がある。
※行為者のカスタマーハラスメント行為は、民法709条の不法行為にあたる場合がある。

参考資料①

厚生労働省ホームぺージ

〇職場におけるハラスメントの防止のために
・URL:https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/index.html
・ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 雇用・労働 > 雇用環境・均等 > 職場におけるハラスメントの防止のために
<ハラスメントに係る通達、パンフレット、リーフレット、Q＆A、消費者の心理や障害特性、 認知症の症状に係る啓発資料などのご案内>

〇顧客等からの著しい迷惑行為の防止対策の推進に係る関係省庁連携会議

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16504.html

〇カスタマーハラスメントの防止対策の推進に係る関係省庁連携会議

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_48583.html

●島根労働局では、ハラスメント等について労

使間で民事上のトラブルが生じた場合、当事者

の一方または双方からの申出により、調停や労

働局長による助言等の解決に向けた援助を行っ

ています。ご利用ください。

カスタマーハラスメント対策
企業マニュアル（令和４年２月）
より抜粋



ハラスメント対策総合情報サイト「あかるい職場応援団」

URL:https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/
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参考資料⑵



ハラスメント事案解決のための伴走型支援及び事例集の普及事業(厚生労働省委託事業)
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参考資料③

https://harassment-jian-banso.mhlw.go.jp/



マニュアルの基本構成

１．カスタマーハラスメントの発生状況

２．カスタマーハラスメントとは

３．カスタマーハラスメント対策の必要性

４．企業が具体的に取り組むべきカスタマーハラスメント対策

５．企業の取組のきっかけ、メリット、運用について

○ 令和２年１月、「事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措
置等についての指針」（令和２年厚生労働省告示第５号）が策定され、顧客等からの暴行、脅迫、ひどい暴言、不当な要
求等の著しい迷惑行為に関して、事業主は、相談に応じ、適切に対応するための体制の整備や被害者への配慮の取組
を行うことが望ましい旨、また、被害を防止するための取組を行うことが有効である旨が定められ、カスタマーハラスメント
対策の強化が急務に。

○ そこで、厚生労働省は委託事業により、小売業、運輸業、飲食サービス業、宿泊業等、顧客と接することの多い業種に属
する企業12社にヒアリング等を行い企業が具体的に取り組むべきカスタマーハラスメント対策等をまとめた「カスタマーハ
ラスメント対策企業マニュアル」を作成。

本マニュアルは、指針案を検討する前に作成されたものであるため、一部、指針案で定められる項

目をクリアできていません。

具体的には、指針案４（４）の「職場におけるカスタマーハラスメントへの対応の実効性を確保す

るために必要なその抑止のための措置」などが未記載です。

そのため、本マニュアルを活用される際は、ご留意いただきますようお願いします。

本年10月1日改正施行内容に合わせたマニュアルを策定予定です。

ご留意ください
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カスタマーハラスメント対策企業マニュアル（令和４年２月）

参考資料④
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業種別カスタマーハラスメント対策企業マニュアル

参考資料⑤

スーパーマーケット編
(令和７年３月)

宅配業編
(令和８年３月)

〇業種別カスタマーハラスメント対策企業マニュアル
・URL：https://www.noharassment.mhlw.go.jp/countermeasure/customer_hara_industry/
・あかるい職場応援団 ＞ 対策で知る ＞ 業種別カスタマーハラスメント対策の取組支援

顧
客
等
の
行
為
へ
の
対
応
例
抜
粋
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  例 求職者等への周知を会社ホームページやリーフレット等で行う例 (P64～65)

求職者等に対するセクシュアルハラスメント防止対策の規定例
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注１) オンラインやカフェ等のオープンスペースでの開催も考えられます。
注２) 求職者等は人事担当者への相談をためらうことも想定されることから、相談窓口の担当者として人事担当者以外の
者を指定することも考えられます。

〇求職者等セクシュアルハラスメント講座(厚生労働省委託事業)

大学・短期大学・専門学校に無料で講師を派遣し、学生向けの出前講座の実施
・開催時期 令和8年9月～ 令和9年1月 ・受講対象者 大学生、短期大学生、専門学校生 ・無料
・内容 １．求職者等セクハラとその発生状況 2．企業に求められている取組の概要

３．求職者等セクハラの被害に遭わないために ４．質疑応答
・申込期限：令和8年8月31日
URL：https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/countermeasure/kyushoku_sexual-hara_seminar/
あかるい職場応援団 > 対策で知る > 【大学等向け・無料講師派遣】求職者等セクシュアルハラスメント講座

参考資料



2021年4月1日

１４

＜問合せ及び資料請求先＞

TEL 0852-31-1161

〒690-0841 松江市向島町134-10

松江地方合同庁舎５階

＜開庁時間＞8:30～17:15

島根労働局HP：

ハラスメント対策・女性活躍推進に関する改正ポイントのご案内

厚生労働省HP：

令和７年の労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活

の充実等に関する法律（労働施策総合推進法）等の一部改正について

島根労働局公式キャラクター

「しじろー」

◇しじろーの由来◇

島根労働局が、人々の生活に潤いを与え、豊かにし

ている「宍道湖のしじみ」のように、小さな身に秘め

た沢山の栄養で働く人や会社を支える存在でありたい。

「人と人」、「人と仕事」、「人と会社」の縁を結ぶ

存在でありたいという思いを込めたキャラクターです。

＜島根労働局公式ホームページ＞

〈令和８年８月作成〉


